
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ナノテクノロジー」グランドデザイン（CRDS‐FY2009‐SP07）

◎ ナノテクノロジーは「先鋭化」、「複合化（融合）」、「シ
ステム化」という進化が階層的・重層的に進み、高度なシ
ステムを担う「システム科学」と統合する。それにより、よ
り専門細分化された現在の学術・技術領域の横断的な
統合再構成を促し、グローバル競争に必要な複雑な機
能を設計する本来の工学（総合工学）を再生させる。

◎ 重点推進分野方式の過去10年の科学・技術政策を

統合的且つ定量的に評価し、資産として引き継がれるべ
き成果、途上にあってさらに強化されるべき成果、改善さ
れるべき仕組みなどを明らかにし今後の施策を設計する
ことが重要。

配布資料（１）より

国 ナノテク共用拠点 教育・人材育成

日

•文科省ﾅﾉ･ﾈｯﾄ→ナノテクプラットフォーム
全国13拠点（26機関）→2012- ﾊﾌﾞ拠点化
•TIA-nano（2009-）
•国際的に開かれていない。自律性低い。

○/△
•10大学ほどでナノテク関連の学
際領域専攻が開設
•TIAの即戦力先端人材養成
•長期の根幹プログラムは不在

△

米

•インフラ整備はNNIの8重点領域の一つ
•NSF/NNIN、DOE /NSRC
•Albany ◎

•国家戦略としてNNIで明確化。
NNIN-REU、インターンシップ実
施。
•K-12・STMの教師育成を積極推
進。教科書作り、外国語翻訳実施。

◎

欧

•集中型研究拠点 IMEC, MINATEC
•独KIT-KMNF オープンプラットフォーム
•英MNT-Network 中小企業からアクセス、
全国24の共用施設を整備。
•仏RTB (National Network of Large 
Technological Facilities）施設設備、
CNRS/LETI連携強化。

◎

•Nanoforum主導のナノテク高等
教育綱領に基づく大学院ナノテク
学位コースが修士・博士課程で多
数有。

•教育により、市民参加によるリテ
ラシー向上策を積極推進

○

中
•ナノ科学技術センター（NCNST）が北京､
天津､上海に設置、（2005-） ○/△

•共用施設でサマースクール開催
•台湾の教育プログラムは世界有
数、米国と同様にK-12 を推進

○

韓
•ナノテク国家計画の3本柱の1つ
•教育科学技術部（MEST）2センター、知
識経済部（MKE）が3センター。
•NNFC ユーザー支援を主。自主運営。

○
今後の発
展確実

•ナノテク専修コースが多くの大学
でスタート
•長期の予算確保
•研究者数は8年間で4倍

◎

配布資料（２）より
主要国のナノテクプラットフォーム・教育・人材育成策

ナノ材 WG 第２回 
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年間投資額順位
（購買力平価比較）

共用施設・研究拠点
（インフラ）ネットワーク
への投資

学術論文
（2009/順位）

特許出願
数順位
（2007）

ナノテク

国家計画
2012以降2001 2006 2011 量 質

米国 3 1
(トップ)

◎
15%

NNIN (14)
NSRC (5)
NCN (8)

1 1 2 継続

EU-27 2 2 ◎
IMEC
MINATEC

2（独）
5（仏）

3 継続強化

中国 5 3 ◎
スパコンなど
大型施設 2 4 4

継続強化
台湾 ◎

19%
ネットワーク

韓国 4 4 ◎
16%

NNFC
KANC
など6センター

4 5 継続強化

日本 1
(トップ)

5 △
2%

ナノネット（13）
ﾅﾉﾃｸﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
TIA 

3 3 1 不透明

コメント

アジア：最大投
資
BRIC’s：急増
イラン：強化

巨額施設XFEL ／日米欧。
日本はXFEL予算が他を
圧迫、米国・EUは別予算
で購入。

論文数は中国
の急増。質は
欧米が優位。
日本も上位

韓・中の
急増

強化
ロシア、アジ
ア諸国

論文数: トムソン・ロイター社の「Web of Science」を基にＪＳＴ・ＣＲＤＳが集計
特許数: EPO “PATSTAT Sep. 2010 edition”よりＪＳＴ・ＣＲＤＳが作成

配布資料（３）より
ナノテク国家計画／国際比較
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